




































なお、本章の作成にあたっては、NIRA（National Institute Research Advancement）
より公表された「Research on the Introduction of the New Public Management
Approach into Local Governments」、Financial Reporting Standard Boardによる
「Generally Accepted Accounting Practice」、参議院からの委託研究資料として公表され
た「先進諸国における公会計制度改革の実情等に関する調査研究報告書」、英国公会計に
おいて実際に作成ならびに公表されている①Summary of Resource Outturn、②
Operating Cost Statement、③Balance Sheet、④Cash Flow Statement、⑤Resource






ージェンシー化、PFI（Private Finance Initiative）の導入などNew Public
Management１の手法を利用した行政運営が行われてきている。公会計制度の改革につい
ては、現在、英国国会において政府資源会計法（Government Resources and Accounts
Bills）が審議中であるが、これは英国大蔵大臣が1994年に公表したグリーン・ペーパー
（Better Accounting for the Taxpayer’s Money：Resource Accounting and Budgeting
in Government）と、1995年に会計検査院等の意見を踏まえて修正されたホワイト・ペー
パー（Better Accounting for the Taxpayer’s Money, The Government’s Proposals,

























































































































Financial Statement and Budget Report）」と、より長期的な視点から将来的な財政政策





































































Assets）、投資（Investment）、流動資産については棚卸資産（Stock and work in






（Creditors（Due within one year））と一年以降に支払期日が到来するもの（Creditors
（amount falling due after more than one year））を区分表示し、一年以内に支払期日
が到来する負債についてはそれを一括した総額表示が行われ、一年以降に支払期日が到来





























（Programme Costs）、純業務費用（Net Operating Costs）から構成され、管理費につい









































































































２ 筆谷　勇「公会計制度改革の動向」『地方財務』11月号, 1998年, pp.32－35参照。











６ National Institute Research Advancement，Research on the Introduction of the New Public
Management Approach into Local Governments，2003，pp．48－49参照。
７ 資源使用結果報告書（Summary of Resource Outturn）とは、資源要求事項についてその予算
と、決算を発生主義による「資源要求額」および現金主義による「現金要求額」の双方について記
載し、これらの差額とその内訳を示す書類をいう。
８ 省庁の任務・目的別資源報告書（Resource by Departmental Aims and Objectives）とは、必
要資源決算額を公的サービス合意の政策任務・目的別に記載した書類をいう。
９ これには、会計方針（Accounting Policies）、資産・負債項目の内訳、人件費の内訳、経常経費
の内訳、計画費用の内訳、自己収入の内訳、資本支出に係る情報等が記載されている。
10 固定資産の取得・制作および改良に係る全ての支出については発生主義により認識されている。
インフラ資産およびコミュニテー資産は、それが適当な場合には、減価償却費控除後の歴史的取得
原価によりバランスシートに計上される。また、行政用地および財産とその他の行政費用は、バラ
ンスシートにおいて現行の用途のままでの正味再調達時価または正味実現可能価額のいずれか低い
価額で計上されることとなる。必要量を超えて保有する投資用財産ならびに非行政用地等の評価に
ついては、バランスシートにおいて正味再調達時価または正味実現可能価額のいずれか低い価額を
計上することが規定されている。この場合の投資用財産の評価価額については、公開市場価格が該
当するものである。
資産がバランスシートにおいて時価により計上されている場合には、これを５年以内の間隔で再
評価した改訂後の価額を計上しなければならない。これらの評価差額については、「資本および剰
余金の部」における「再評価準備金（Revaluation Reserve）」に計上されることとなる。
11 売上、料金、チャージ料および賃貸料等の収益については、これらが関係している会計期間に計
上すべきであると規定されている。ここにいう関係している会計期間とは、すなわち対応する費用
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の発生を意味するものであり、ここに「費用収益対応の原則」をみることができる。
12 職員に係る全費用については、職員が働いた期間の勘定にチャージされ、年度末に稼いだが未だ
支払われていない賃金についても当期の会計年度に帰属させなければならないものとなっている。
例えば、最低賃金の支払や一時解雇の支払等のように、遡及的調整や特別支払が必要な場合には、
その金額が測定可能になった時点において、直ちにその追加的支払額を貸方または借方に計上しな
ければならないものとなる。
13 外部借入金の支払利子および受取利子については、借入金の全体的な経済効果を反映し計上され
ている。
14 地方自治法施行令第166条第2項においては、地方公共団体において作成すべき計算書類について、
「歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び財産に関する調書」と定められ、また、
これらの詳細な作成様式については地方自治法施行規則第16条および第16条の2において規定され
ている。
15 予算過程並びに決算における発生主義の導入については、国際的に統一的なものとなっていない。
例えば、アメリカの予算においては発生主義が採用されていないが、その理由については、予算単
年度主義の下で、資本投資額のような総額を初年度に認識する必要があるものついて、これらが各
会計年度に割り振られてしまい年度必要歳出額を把握できないといった問題点が存することがあげ
られている。そして、決算において発生主義を取り入れることの是非については、年金等の早期に
リスクを認識できる場合もあるとした利点を認めつつ、長期にわたる財政状況を国民に示すことに
有益であると認識されている一方で、発生主義の下において恣意性の介入可能性の虞があることに
警鐘を鳴らしている。
これらを基に、わが国の公会計システムにおける対応を考察してみると、アメリカのように予算
に際して発生主義を否定的に捉えることについては異論を唱えたいが、発生主義を取り入れること
により資本投資額のような総額を初年度に認識できないことについては、公会計における発生主義
の弊害と思われる。したがって、予算に際しては、現金主義における歳入歳出決算書の他に、一部
発生主義を取り入れた支出負担確定主義による純資産増減計算書を作成することにより、会計情報
の適正性が保たれると考えられる。
また、決算における発生主義については、わが国の公会計においては年金と減価償却費のみにし
か採用されていないことから、恣意性の介入する虞がないものと考えられるが、今後のわが国にお
ける公会計改革において、過度な保守主義により公会計情報の真実性を歪める虞があってはならな
いことを指摘したい。
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英国の地方公共団体における会計および行政評価に関する研究
